
令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 25 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

市町村が認定地域再生計画に基づき林道の整備を行う場合に係る地方創生道整備推進交付金を間接補助か

ら直接補助に変更すること 

 

提案団体 

奈良市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村が認定地域再生計画に基づき林道の整備を行う場合に交付される地方創生道整備推進交付金の交付

先を当該市町村が属する都道府県ではなく、当該市町村とし、国から市町村への直接補助とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

地方創生道整備推進交付金交付要領第２では、認定地方公共団体である市町村が、認定地域再生計画に基

づき林道の整備を行う場合、当該市町村を間接補助事業者等とし、当該市町村が属する都道府県を交付先と

するとされている。 

また、森林法第 193 条では、「国は、都道府県に対し、毎年度予算の範囲内において、政令で定めるところによ

り、造林及び地域森林計画に定める林道の開設又は拡張につき、…市町村その他政令で定める者が行う場合

にあつてはその者に対し都道府県が補助する費用の一部を補助する」とされている。 

そのため、林道事業に係る補助の制度は、市町村に対する補助は県が行い、その費用の「一部」を国が補助す

ることから、県は義務的に国からの補助に上乗せして補助しなければならない仕組みとなっている。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

市町村が都道府県を通して地方創生道整備推進交付金を受けるには、都道府県の予算化が必須となるところ、

当市が属する県の予算化においては、前年度予算を目安に査定されることから、県の予算化がボトルネックとな

り、当市は県予算の範囲内から逆算的に国費要望を強いられ、真に必要とする交付金を国に対して申請するこ

とができない状況にある。 

また、都道府県の予算化が必要であることから、都道府県の予算スケジュールに縛られ、機動的な事業の執行

ができないという支障も生じている。 

なお、当市では、今回の地方創生道整備推進交付金において市道と林道を合わせてその交付を受けているとこ

ろ、市道の整備を行う場合については林道の整備を行う場合のような交付先に関する規定が地方創生道整備

推進交付金交付要領にないため、国から直接交付を受けている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村は、都道府県予算の範囲内から逆算的に国費要望を強いられることなく、真に必要とする交付金を国に

対して申請することが可能となり、地方創生道整備推進交付金を活用した効果的な事業の実施を行うことがで

きる。 

また、都道府県の予算措置やスケジュール等に縛られることなく、市町村は効率的に林道整備事業を執行する

ことができる。 

 



根拠法令等 

地域再生法第 13 条第１項、森林法第 193 条、地方創生推進交付金制度要綱（平成 28 年４月 20 日付け府地

事第 16 号内閣府事務次官通知、28 農振第 45 号農林水産事務次官通知、国総政第１号国土交通事務次官通

知、環廃対発第 1604201 号環境事務次官通知）第６の２の１）、地方創生道整備推進交付金交付要綱（平成 28

年４月 20 日付け 28 農振第 150 号農林水産事務次官通知・国道環安第８号国土交通事務次官通知）、地方創

生道整備推進交付金交付要領（平成 28 年４月 20 日付け 28 農振第 167 号農林水産省農村振興局長通知、林

28 林整整第 30 号林野庁長官通知、国道総政第 26 号国土交通省道路局長通知）第２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

滋賀県、広島市、宮崎県 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 64 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

中心市街地活性化基本計画の認定要件のうち大規模集客施設の立地制限に係る要件の見直し 

 

提案団体 

倉敷市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、経済産業省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

大規模集客施設を誘導施設に定めた都市機能誘導区域内に限り、準工業地域の特別用途地区（大規模集客

施設制限地区）を解除しても、中心市街地活性化基本計画の認定が継続されるよう、中心市街地の活性化を図

るための基本的な方針（平成 18 年９月８日閣議決定）の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

当市では、立地適正化計画において、公共交通へのアクセス等を勘案して、市中心市街地のみならず、鉄道駅

に近い業務・商業等が集積する合併前の旧市町中心部など、それぞれの拠点に都市機能誘導区域を定め、必

要な誘導施設の誘導を図り、「多極ネットワーク型」のコンパクトなまちづくりを目指している。 

これらの都市機能誘導区域内には、合併前の旧市町において、地域の拠点として求められる都市的サービス機

能の集積を図る市街地が形成されてきた経緯や、特色ある地場産業の操業の場としての環境の維持と住環境

との良好な共生を目指すなど地域の実情から準工業地域が指定されているが、中心市街地活性化基本計画の

認定を受けるため、市内全域の準工業地域において特別用途地区を指定し、大規模集客施設の立地を制限し

ている。そのため、合併前の旧市町中心部など、中心市街地活性化基本計画の区域外の都市機能誘導区域で

あっても、準工業地域には誘導施設である大規模集客施設の立地ができない状況となっている。 

このため、賑わいや活気を創出する大規模集客施設の立地が、当市中心部に位置する都市機能誘導区域に偏

ることとなり、市内における拠点の一極集中が促進され、当市が目標に掲げる「多極ネットワーク型」の都市構造

の実現に支障が生じている。 

なお、用途地域を変更することによる対応は、都市機能誘導区域内に既に存在する工場が建替えできなくなる

などの問題があるため、困難であると考えている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都市機能誘導区域内の準工業地域において誘導施設として位置づけた大規模集客施設の立地が可能となり、

暮らしを支え、活気を生み出す魅力的な拠点が形成される。もって「多極ネットワーク型」のコンパクトで持続可

能な都市構造の実現に寄与する。 

 

根拠法令等 

都市計画法、都市再生特別措置法、中心市街地の活性化に関する法律、都市計画運用指針、中心市街地の活

性化を図るための基本的な方針（平成 18 年９月８日閣議決定） 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 67 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

補助事業等の予算執行状況等に係る各調査の合理化 

 

提案団体 

秋田県、能代市、横手市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、大仙市、三種町、八峰町、八郎潟

町、大潟村、美郷町、羽後町、東成瀬村、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、財務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

補助事業等の予算執行状況等に係る各調査について、重複する調査の廃止を含め、調査事項及び調査頻度を

真に必要な最小限度にするよう簡素化すること及び調査主体を一元化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

公共事業については、昭和 42 年５月１日付蔵計第 946 号「公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の

報告について」に基づき、財務省から各府省庁へ、各府省庁から地方へ調査依頼がなされているが、各府省庁

からの調査依頼の内容は重複する部分が多く、地方の業務増加に繋がっている。具体的には、国土交通省所

管の補助事業等の契約状況について、年度当初に地方整備局総務部会計課から依頼があり、毎月報告をして

いるが、地方整備局道路部からも次年度当初予算の配分作業の参考のため、別途不定期で重複して電話やメ

ール等で同様の依頼をされている。地方整備局道路部からの依頼に対しては、「公共事業等の事業に係る契約

及び支出の状況の報告について」で提出している数字を基に、別様式で作成・回答しなければならず、数字の整

合性の確認や決裁等、事務手続に関する業務量が増えている状況である。 

また、総務省自治財政局より四半期毎の公表を目的とした「公共事業等の事業計画及び事業施行状況等に係

る調査」が県財政部局に依頼されており、令和３年度から調査様式が簡素化されるなどしているが、同様に公共

事業等に関する執行状況調査が依頼されている。当該調査についても、国土交通省調査と内容が重複している

部分が多く、業務負担の増加に繋がっている。さらに、令和４年度の国補正予算に関しては、内閣府から地方整

備局を経由し執行状況のフォローアップ調査と称し、補正予算だけに特化した予算執行状況調査（契約時期見

込み等）が行われている。 

以上のように、上述の調査において回答内容に重複する事項（予算額、契約額、支出額、繰越額等）も多いた

め、重複して調査を行う必要はないと思われる。特に、地方整備局道路部からの依頼については、既に地方整

備局総務部会計課に対して回答している内容について再度回答を求めるものであり、調査の必要性は低いと考

える。したがって、都道府県における業務を効率化するため、重複する調査の廃止を含め、調査事項及び調査

頻度を真に必要な最小限度にするよう簡素化すること及び調査主体を一元化することを求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

各府省庁からの調査への回答に係る業務の効率化が図られる。 

 

根拠法令等 

昭和 42 年５月１日付蔵計第 946 号「公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告について」 

令和４年６月 17 日付国官会第 7993 号「令和４年度公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告につ



いて」 

上記調査のため、地方整備局が上乗せで行っている事業執行状況調査 

総財務第 40 号令和２年４月 28 日付「公共事業等の事業執行計画及び事業執行状況等に係る調査について

（依頼）」 

令和５年１月 10 日付内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官（経済対策・金融担当）事務連絡「「物価

高克服・経済再生実現のための総合経済対策」の全事業の進捗状況調査について（依頼）」 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、福島市、茨城県、小山市、高崎市、川崎市、横須賀市、浜松市、寝屋川市、奈良県、広島市、吉野川

市、高知県、熊本市 

 

○類似した照会内容ではあるにもかかわらず、書式や記載方法、単位等の詳細部が異なるため、照会ごとに回

答の仕方（考え方）を変える必要があり、各照会の整合性をとるために時間を要している。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 82 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

中心市街地活性化基本計画の認定基準の緩和 

 

提案団体 

藤枝市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、経済産業省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

中心市街地の活性化を図るための基本的な方針で定められている中心市街地活性化基本計画の認定基準の

うち、特別用途地区の活用による準工業地域における大規模集客施設の立地の制限について、市町村総合計

画等と整合が取れており、中心市街地活性化協議会等の同意を得る等した上で、地理的条件など中心市街地

の活性化に影響がないものと市町村が総合的に判断する場合には当該制限を解除できることとする等、地域の

実情に応じた制限の緩和を求める。 

 

具体的な支障事例 

当市では、平成 29 年度に立地適正化計画を策定し、JR 駅周辺の中心市街地と旧東海道宿場町を起源とする

旧市街地の２拠点を都市機能誘導区域に設定し、コンパクト＋ネットワークによる拠点集約型のまちづくりを進

めている。また、中心市街地においては、令和４年度に、市中心市街地活性化基本計画（第４期）の認定を内閣

総理大臣より受け、更なる中心市街地の活性化に取り組んでいる。 

これにより、コンパクトシティである中心市街地では人口の集中があるものの、それ以外の地域では、人口減少

が著しく、人口減少対策は待ったなしの状況下であり、都市としての地域の持続性確保は必須となっている。 

現在、拠点集約型の都市構造への転換を進める中、地域拠点として、各地域の特性に応じた拠点づくり（食と農

など）を進めており、これに呼応する個別的な商業立地の相談もあり、地域経済力の向上や雇用の場の確保に

向けて有効な土地利用として大規模集客施設の立地を進めたいが、市街化調整区域への商業機能の誘導（市

街化区域編入）は難しく、準工業地域については、中心市街地の活性化を図るための基本的な方針において大

規模集客施設の立地制限を条件に基本計画の認定を行うこととされていることにより、立地誘導の足かせとなっ

ている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

人口減少対策や雇用の確保、地域経済力の向上、税収入の確保。 

 

根拠法令等 

中心市街地の活性化に関する法律第９条第 10 項 

中心市街地の活性化を図るための基本的な方針第２章３基本計画の認定基準① 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高崎市、倉敷市 

 



- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 86 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

借家を災害救助法に基づく「住宅の応急修理」の対象とする場合における資力の確認事務の簡略化 

 

提案団体 

中核市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

災害救助法に基づく「住宅の応急修理」制度における資力の有無の確認事務について、持家の場合は、平成

28 年に具体的な所得基準が撤廃された上、更なる弾力運用を図るために、資力有無の判断に当たっては「資

力に関する申出書」を提出するだけでよいこととされているため、借家についても同様の取扱いを可能とすること

等の事務負担軽減策を講じることを求める。 

 

具体的な支障事例 

借家は基本的に本制度の対象外であるが、所有者が修理を行えない場合は資力の有無を確認した上で制度の

対象とできることになっている。 

この場合における資力の有無の確認については、災害救助事務取扱要領において、「単に所有者に申立書の

提出を求めるだけでなく、所得がなく、修理ができない資力状況、災害に伴う保険金・共済金の受領等がなく、所

有者の資力では修理ができないことを確認」することが求められているため、制度の申請者である借主は所有

者から所得証明等を入手しなければならず、また、市でも火災保険等の加入状況、銀行借入の状況等を確認を

しなければならないことから、受付判断に時間と手間を要する。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

制度の性質上、住家の修理を早急に対応しなければならないが、借家に対する当該制度の適用について、受

付事務を簡素化することにより、借主及び地方公共団体の負担を減らし、関係制度事務の迅速化を図ることで、

被災者の生活の場を早急に確保することができる。 

 

根拠法令等 

災害救助法、災害救助事務取扱要領 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市、相模原市、名古屋市、岡山県、笠岡市、熊本市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 102 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

公益認定申請に係る納税情報の連携を可能とし納税証明書の添付を不要とすること 

 

提案団体 

埼玉県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

内閣府が構築している公益認定等総合情報システム（PICTIS）における国、都道府県、市町村の納税情報連携

機能を実装すること（例：PICTIS と既存システム（e-Tax や eLTAX など）を連携させ、既存システムから納税情

報を取得できるようにする）。 

上記の早期実現が難しい場合、既存システムとの連携により納税情報の取得が可能となるまでの経過措置とし

て、納税情報に係る地方公共団体独自の情報連携体制（納税情報のバックオフィス連携システム等）が構築さ

れている場合には、該当する地方公共団体の納税証明書に限り添付を省略できる旨を公益認定法施行規則第

５条第３項第６号に追加すること。 

 

具体的な支障事例 

公益認定申請は、一般社団法人又は一般財団法人が、行政庁（知事又は内閣総理大臣）から認定を受けて公

益社団法人又は公益財団法人となるための手続である。 

公益認定申請書には国税及び地方税の納税証明書の添付が義務付けられている（公益認定法施行規則第５

条第３項第６号）が、内閣府が構築している公益認定等総合情報システム（PICTIS）で電子申請をする場合であ

っても、国税、県税、市町村税それぞれの納税証明書を PDF でシステムに登録する必要があり、申請法人は、

納税証明書の取得手続の手間が生じている。 

とりわけ都道府県税の納税情報については、自団体で有する情報であるにも関わらず、申請者が納税証明書を

取得する必要があり、申請者にとっては、所轄の県税事務所まで赴いたうえ、証明書交付手数料を支払う負担、

地方公共団体にとっては納税証明書発行にかかる事務負担が生じているところである。 

【参考】本県では、「行政手続きのワンストップ化を阻害する規則等の見直し」の一環として、納税情報のバックオ

フィス連携による納税証明書の添付省略を目指している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

提案の実現により、行政事務の効率化及び申請者の負担軽減・利便性向上につながる。 

 

根拠法令等 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第７条第２項第６号、公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律施行規則第５条第３項第６号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

山形県、相模原市、長野県、兵庫県、香川県 



 

○公益認定の申請は、内閣府が構築した全国統一の事務支援システムを利用しており、当県における公益認

定申請においても、提案県と同様、別途、納税証明書を取得した上でシステムに添付する必要があり、手間と費

用を要するため申請者の負担になっている。 

○申請者の負担軽減・利便性向上につながるため、システム及び制度改正を行っても差し支えないものと考え

る。ただし、PICTIS と納税情報が連携した場合、将来的には新規認定時だけでなく、事業報告に添付する納税

証明についても同様に取り扱うことを求められるものと思われるが、県において、納税情報を取得するための事

務負担が追加で発生しない、既存の登記情報連携システムのような体制が望ましいものと思われる。 

○公益認定申請だけでなく、毎事業年度の経過後３か月以内に提出が義務付けられている事業報告等におい

て、公益法人は、国税、県税、市町村税それぞれの納税証明書を添付する必要がある。（公益認定法施行規則

第 38 条第１項第１号）特に、地方税にあっては、従たる事務所としての登記の有無にかかわらず、全ての事務

所所在地について提出することとなっていることから（定期提出書類の手引きより）、複数の事務所を有する法

人にあっては、国、県、主たる事務所所在地の市町村の３か所にとどまらず、４か所以上に出向いて納税証明

書を取得し、提出しなければならない場合もある。申請者（公益法人）及び地方公共団体の双方に事務負担が

生じているところである。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 123 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

災害救助法に基づく障害物の除去における期間延長の運用の見直し 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

災害救助法施行令第２条第２号の規定に基づく「災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、

日常生活に著しい支障を及ぼしているもの（障害物）の除去」における期間延長の運用について、災害救助法施

行令１条第１項第４号が適用される等大規模な災害が発生した際には、一般基準で定められた期間の延長を、

被災状況の確認に時間を要することが明らかで、障害物の除去に要する期間について具体的な根拠が示すこ

とができない場合でも、一定期間の延長を認めるなど、被災状況に即した運用とすること。 

 

具体的な支障事例 

「令和２年の地方からの提案等に関する対応方針」において、災害救助法の救助の期間の延長については、一

定期間以上の延長が必要であることが明らかな場合は、一般基準で定められた期間にかかわらず延長できるこ

とを具体的な事例を示しつつ明確化し、地方公共団体に周知する、とされたところ、災害救助事務取扱要領を補

完する資料である「災害救助法の制度概要」において、その延長理由については、「被災地域、被災世帯数、実

施業者との契約終了日（業務完了日）」等を含めた具体的な説明を求められており、「多数の世帯に土砂が堆積

しているが、業者・人手不足により障害物の除去に長期間を要すると見込まれる」等の理由は認められないとさ

れている。また、その申請は、基準告示に定める救助の期間内に行うことが原則とされている。 

しかし、令和４年台風第 15 号では、被災地域が市域の広範囲に渡り、住居だけでなく、道路、河川等にも多くの

被害が出たため、市内の被害（道路、河川）の状況把握に 10 日を要し、市民から受けた土砂等撤去に関する相

談約 580 件の被災状況調査だけでも１ヶ月以上の時間を要した。 

また、道路啓開等の対応は障害物の除去と同種の業者が実施することとなったが、救出・救助にも関わる道路

啓開等を優先せざるを得ず、土木業者が障害物の除去に直ちに対応することは困難であった。 

このため、具体的な被災場所及び全数を正確に把握し、対応業者と完了の日程について現法の 10 日以内に調

整し、具体的な延長理由を期間内に示すことは困難な状況であった。 

また、発災直後に宅地内の土砂等撤去に関する申請ができる状況ではなかった被災者（一人暮らしの高齢者

等）も多く、申請自体も発災から２ヶ月程度続いた。（除去完了までに３ヶ月程度の日数を要した。） 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

期間延長に係る事務の煩雑さが解消され、多忙な災害時の事務負担が軽減されることにより、効率的な災害対

応が可能となる。 

 

根拠法令等 

災害救助法第４条第１項第 10 号 

災害救助法施行令第２条第２号 



平成 25 年内閣府告示第 228 号第 12 条 

災害救助事務取扱要領（令和４年７月）第４ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、旭川市、ひたちなか市、相模原市、兵庫県、岡山県、吉野川市、熊本市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 124 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

災害救助法に基づく障害物の除去における対象物の明確化 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

災害救助法施行令第２条第２号の規定に基づく「災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、

日常生活に著しい支障を及ぼしているもの（障害物）の除去」における対象物の明確化 

 

具体的な支障事例 

災害救助法施行令第２条第２号では、その対象物を「災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等

で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの」と規定しており、対象が明確化されていない。 

例えば、水害及び土砂災害により住居内に入り込んだ土石等には、他者の家財が混入している場合が多い。そ

のような家財の混入している土石等を搬出する場合、災害救助法による救助の対象外となり得るものを被災場

所にて分別し、その搬出及び処分は別途対応となるが、救助の対象が明確でなかったため、分別の判断に時間

を要するなど、事務及び現場での対応が煩雑となり、救助が遅れる支障が生じた。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

事務及び除去に係る現場対応の煩雑さが解消され、多忙な災害時の負担が軽減されることにより、効率的な災

害対応が可能となる。 

 

根拠法令等 

災害救助法第４条第１項第 10 号 

災害救助法施行令第２条第２号 

平成 25 年内閣府告示第 228 号第 12 条 

災害救助法の制度概要（令和４年７月版） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、旭川市、相模原市、兵庫県、岡山県、吉野川市、熊本市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 140 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

地域再生エリアマネジメント負担金制度に係る事務の主体及び活動計画期間の見直し 

 

提案団体 

広島県、宮城県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

地域再生エリアマネジメント負担金制度における、地域来訪者等利便増進活動計画の認定、負担金条例の制

定、受益者からの負担金の徴収及び活動主体への交付金の交付の事務については、活動エリアが複数の自治

体の区域をまたがる場合には、地域の実情に応じて市町村以外にも都道府県又は地方公共団体の組合が事

務主体となれるように要件の見直しを求める。 

また、地域来訪者等利便増進活動計画については、５年を超える場合にも制度を活用できるよう、地域の実情

に応じた計画期間を認める規定への見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【事務主体について】 

地域再生法では、地域来訪者等利便増進活動計画の認定、負担金条例の制定、負担金の徴収及び交付金の

交付については、「市町村」が実施主体と規定されている。 

市町村域及び県域をまたがるエリアをマネジメントする DMO が本制度を活用する場合、上記手続に係る意思決

定について、活動エリア内の市町村ごとに議会の議決を得る必要があるなど、制度を運用するための手続が煩

雑になり、実務上活用が困難となっている。 

例えば、兵庫県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、広島県で「せとうち DMO」を形成し、観光振興に取

り組んでいるが、活動エリアが複数県にまたがるため、本制度を導入することは実務上困難である。 

【更新手続きについて】 

地域再生法における地域来訪者等利便増進活動計画の計画期間については、「五年を超えないものに限る」と

されており、５年を超える長期的な施策展開を行いたい場合には、少なくとも５年ごとに計画の作成と市町村長

による認定及びそれに伴う議会の議決が必要があり、制度を活用するに当たっての負担が大きい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情に即した制度運用が可能となり、広域の観光施策の展開が促進され、観光サービスの充実等につ

ながる。 

 

根拠法令等 

地域再生法第５条第４項第６号、第 17 条の７第１項、第２項及び第９項、第 17 条の８第１項及び第２項、第 17

条の９第１項、地域再生エリアマネジメント負担金制度ガイドライン 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岡山県 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 166 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針等の位置付けの明確化 

 

提案団体 

千葉市、横浜市、静岡市、熊本市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

一定規模以上の公共施設整備事業の実施に際して、PPP/PFI 手法導入を優先的に検討することとする国の指

針やガイドラインについて、あくまで優先的に検討することを要請するものであり、義務付けるものではないこと

を明確にするよう求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針（以下「指針」という。）」において、概ね以下のよう

な内容が規定されている。 

「公共施設等を管理する人口 10 万人以上の地方公共団体は、指針に基づき、それぞれ管理する公共施設等に

ついて優先的検討規程を定め、次に掲げる公共施設整備事業の基本構想、基本計画等の策定や公共施設等

の運営等の方針の見直しを行うに当たっては、優先的検討規程に従って、多様な PPP/PＦＩ手法の導入が適切

かどうかを、自ら公共施設等の整備等を行う従来型方式に優先して検討することが行われるべきである」 

・事業費の総額が 10 億円以上の公共施設整備事業（建設、製造又は改修を含むものに限る。） 

・単年度の事業費が１億円以上の公共施設整備事業（運営等のみを行うものに限る。） 

【指針の位置付け】 

「よくあるお問い合わせと回答」では、指針の位置付けについて、優先検討を求める通知（平成 27 年 12 月 17

日付府政経シ第 886 号総行地第 154 号）は、地方公共団体に対して検討を要請するものとの回答であるが、現

行指針では、優先的検討規程を定める場合によるべき準則となっている。 

 また、国は、地方公共団体等における優先的検討の状況等について調査を行い、その結果をインターネット上

で公表するものとしていることからも、当該指針は、実態上、地方公共団体が従うべき基準であるかのような位

置付けとなっていると思料する。 

【支障事例】 

上記の事業費基準が定められた平成 27 年以降、建設費等の高騰により、施設整備等における事業費が上昇

し、従来は対象外であったと想定される事業が基準額に達する事例が増加傾向にある。 

特にそのような事例において、PPP/PFI 手法導入の検討を行うための事務手続きが必要となり、地方自治体の

負担が増加している。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情や事業の特性などに応じて、より一層柔軟に、PPP/PFI 手法を検討することが可能となる。 

 

 

 



根拠法令等 

多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針（令和３年改訂版）、PPP/PFI 手法導入優先的検討

規程策定の手引、PPP/PFI 手法導入優先的検討規程の策定及び運用について（令和３年６月 21 日付府政経

シ第 401 号、総行地第 92 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高崎市、我孫子市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 193 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

全国交通安全運動推進要綱の早期情報提供等 

 

提案団体 

岡山県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府 

 

求める措置の具体的内容 

春及び秋の全国交通安全運動推進要綱について、案段階で早期に情報提供を行うこと又は要綱決定時期を前

倒しすること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

全国交通安全運動推進要綱（以下「国要綱」）は、春は２月１日、秋は７月１日に中央交通安全対策会議交通対

策本部において決定されており、県では本要綱をもとに県の要綱を県交通安全対策協議会において策定し、交

通安全運動を実施している。 

【支障事例】 

例年の運動期間は、春は４月６日から 15 日、秋は９月 21 日から 30 日だが、地方独自の施策を実施する場合、

国要綱の決定後に、その内容を踏まえて準備作業を行う必要があり、広報資材の作成や関係団体との調整な

どの一定期間を要する作業の時間的余裕がなく、担当職員の事務負担が大きい。 

また、国要綱は毎年、全国的な交通事故情勢等を踏まえて運動重点等が変更されており、仮に都道府県におい

て先行的に準備した場合も、後々になって国要綱の内容を踏まえた修正等の手戻りが発生する可能性があるな

ど、要綱発出前に準備を整えていくことは困難である。 

【支障の解決策】 

自治体担当者限りで現行よりも２週間程度早期に国要綱を案段階で提供する。又は国要綱の決定時期を前倒

していただきたい。特に春は新年度の人事異動直後に交通安全運動を実施することととなり、関係機関との協

議・調整が可能な期間が限られていることから、運動の準備と円滑な実施に向けて１月中旬までの情報提供を

希望する。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県・市町村の準備期間が確保されることで、地域の実態に即した施策を実施することができ、また関係団

体への協力を依頼しやすくなることで、交通安全運動の効果的な広報ができる。 

 

根拠法令等 

全国交通安全運動推進要綱 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

青森県、宮城県、ひたちなか市、川崎市、小牧市、山口県、徳島県、高知県、宮崎県 



 

○特に自治体への回覧用チラシの作成及び配付には国の要綱決定から 1 か月弱しか期間がないため事務負

担が大きい。 

○当市では、実施要綱を策定し、運動に係る施策等を定めている。実施要綱の策定にあたっては、国の全国交

通安全運動推進要綱（以下「国要綱」）策定後にその内容及び県の実施内容を踏まえて策定する必要がある。

県においても，国要綱策定後にその内容を踏まえて実施内容等を定めていいるため，当市の実施要綱要綱策

定までには，国要綱策定から一定期間を要する。そのため，関係機関との調整や会議資料の作成に時間的余

裕がなく、担当職員の事務負担が大きい。 

○今年度、春の国要綱では、日程について市町等からの問合せで「当該市町で運動に向けた準備のため、運

動日程を早期に教えてほしい。」旨の申し立てはあった。 

よって、要綱内容全てではなく、今春のように日程が例年と異なる場合は予鈴だけでもあると国から県、県から

市町への対応がスムーズになると考える。 

一方、案段階の資料を示されても、その内容が対策本部決定までに変更されるのであれば（例：重点内容が変

わる等）、当該案は一人歩きする可能性があるため県担当者としては、決定を受けてからの資料を待ちたい。提

案にあるように調整等作業については、日程がタイトで本県も担当者泣かせな一面（特に春要綱の決定は２月１

日より遅れると困る）があり、内閣府担当者等のワークライフバランスも踏まえて決裁等を進めるにあたり、無理

のない範囲で決定時期を前倒し出来るのであればそのように願いたい。 

  



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 224 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

奨学金事業における公益財団法人等によるマイナンバー独自利用の対象化 

 

提案団体 

兵庫県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、個人情報保護委員会、こども家庭庁、デジタル庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

法律でマイナンバー利用が認められている事務と性質が同一の事務について、県が当該事業のために設立し

た公益財団法人等に業務移管や業務委託を実施する場合は、当該団体のマイナンバー利用を可能とすること。 

（例として、旧日本育英会（現（独）日本学生支援機構）から事務移管された奨学金事業。） 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

前回提案（平成 28 年提案募集管理番号 196）からの情勢変化として、令和５年３月７日に閣議決定され、今国

会へ提出されているマイナンバー法等の一部改正法案においても、マイナンバー利用範囲の拡大や、法律で認

められている事務に準ずる事務におけるマイナンバー利用等が盛り込まれている。 

【支障】 

現在も（公財）兵庫県高等学校教育振興会はマイナンバーを取り扱えない状況に変化はないため、マイナンバ

ー利用による国民の利便性向上等が目指される中にあっても、添付書類の削減など申請者負担の軽減が進め

られない状況である。 

［当該奨学金事務におけるマイナンバーを必要とする事務処理件数］ 

➀採用申請          約 1,000 件／年  

➁返還免除・猶予申請    約   500 件／年 

➂返還者等の現況確認   約 3,500 件／年 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

県が当該業務を行う場合同様に、申請者は申請時の添付書類を削減することができる。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 

 


